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Ⅰ 事業の変更概要 

 

本年度事業について、県からの委託費の確定や国から示された補助金配分予

定額をもとに事業費を見直し、当初計画を変更して事業を実施します。 

 

 

変更の概要は、次のとおりです。 

 

１．担い手育成支援事業 

（１）農業経営・就農支援事業 

   県からの委託事業の名称に合わせ、事業名を「農業経営者サポート事業」

から「農業経営・就農支援事業」に変更して事業を実施します。 

 

 

２．農地中間管理事業 

（１）推進事業 

   国から示された補助金配分予定額をもとに事業費を見直し、機構事務費

及び業務委託費を減額して事業を実施します。 

 

 

３．経営体等強化支援事業 

（１）アグリビジネスプラン支援事業 

   県からの委託費の確定に伴い、事業費を減額して事業を実施します。 
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Ⅱ 事業変更計画 

 

【公益目的事業会計】 

 

１．担い手育成支援事業 

 

（１）育成基金事業 

計画事業費 3,356 千円  変更後事業費 3,356 千円  増減 0 千円 

農林漁業へ就業を希望する青年等を確保・育成するため、市町や関係団体との連携を図りつつ、

就業就職フェア等での就業相談から研修に至る確保段階、新規就業後の定着支援段階、雇用型経営

への経営発展段階の各段階に応じた多様な支援を行います。 

 

区  分 

計  画 変更計画 増  減 

事業量 金 額 事業量 金 額 事業量 金 額 

 

 

１．就業希望者確保事業 

①就業・就職フェア 

 

 ②就業・就職相談 

③就業等促進研修事業 

 ④農林漁業体験事業 

 

２．新規就業者等定着化

支援事業 

 ①県域団体活動助成 

 ②農林漁業青年全国大

会等活動支援 

 

３．経営発展支援事業 

 ①専門家派遣 

 

 ②研修会 

 

 ③情報発信 

 

 

 

 

 

 

県内 1 回 

県外 3 回 

一式 

5 人 

10 人 

  

 

 

13 団体 

2 件 

 

 

 

2 回 

( 100 回) 

0 回 

( 3 回) 

一式 

千円 

 

1,350 

500 

 

100 

450 

300 

 

490 

 

390 

100 

 

 

216 

50 

 

0 

 

166 

 

 

 

県内 1 回 

県外 3 回 

一式 

5 人 

10 人 

  

 

 

13 団体 

2 件 

 

 

 

2 回 

( 100 回) 

0 回 

( 3 回) 

一式 

千円 

 

1,350 

500 

 

100 

450 

300 

 

490 

 

390 

100 

 

 

216 

50 

 

0 

 

166 

 

 

 

 

 

 

0 人 

0 人 

 

0 人 

 

0 団体 

0 件 

 

 

 

0 回 

( 0 回) 

0 回 

( 0 回) 

 

千円 

 

0 

0 

 

0 

0 

0 

 

   0 

 

0   

0 

 

 

0 

0 

 

0 

 

0 
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区  分 

計  画 変更計画 増  減 

事業量 金 額 事業量 金 額 事業量 金 額 

 

４．市町等との担い手確

保育成連携事業 

 

５．農林漁業人材獲得支

援事業 

 

 

5 件 

 

 

15 経営体 

千円 

1,000 

 

 

300 

 

5 件 

 

 

15 経営体 

千円 

1,000 

 

 

300 

 

0 件 

 

 

0 経営体 

千円 

0 

  

 

0 

  ※「３．経営発展支援事業」の（ ）は農業経営・就農支援事業及び地域水産業担い手確保事業 

を活用して実施 

「４．市町等との担い手確保育成連携事業」は、１件当たり20万円を上限に、市町等による担 

い手確保育成に係る取組を支援 

  

（２）みえの安心食材表示制度推進事業 

計画事業費 5,300 千円  変更後事業費 5,300 千円  増減 0 千円 

「人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度」は、県内生産者が、環境に配慮した生産方法、

食の安全安心を確保する生産管理を実施した生産物等について、生産方法や生産履歴を第三者機関

が確認し、消費者が安心して購入できるよう「みえの安心食材」マークを表示する三重県独自の制

度です。 

当支援センターは、第三者機関として現地調査を実施し、生産管理記録の確認を行い、要件を満

たした生産物を認定します。 

現在、生産物等については、農産物（野菜、果物、穀類、茶）と特用林産物（きのこ）、畜産物

（鶏卵）などを対象としています。 

 

区  分 計  画 変更計画 増  減 

みえの安心食材表示制度認定件数 484 件 484 件   0 件 

 

認定件数の内訳 

区  分 計  画 変更計画 増  減 

継続認定 464 件 464 件   0 件 

新規認定  20 件  20 件     0 件 

計 484 件 484 件   0 件 
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（３）農業経営・就農支援事業（受託：三重県） 

計画事業費 8,644 千円  変更後事業費 8,644 千円  増減 0 千円  

新規就農、農業経営の法人化、規模拡大、円滑な経営継承等、農業経営における多様な経営課題

に対する相談体制を関係機関と連携して整備し、新規就農相談、経営相談・診断、経営課題のテー

マに応じた専門家派遣・巡回指導による個別経営支援の取組等を行い、就農から農業経営の確立・

発展、農業経営の法人化や経営資源の確実な次世代への継承等の支援に取り組みます。 

 

区 分 計  画 変更計画 増  減 

・重点支援対象者のうち伴走型支援

実施者数 

・研修会等の開催 

・就農及び農業参入に関する相談対

応者数 

100 経営体 

 

3 回 

70 経営体 

 

100 経営体 

 

3 回 

70 経営体 

 

0 経営体 

 

0 回 

0 経営体 

 

   ○変更理由 

  県からの委託事業の名称に合わせ、事業名を「農業経営者サポート事業」から変更します。 

 

（４）みえ農業経営社長塾開催運営事業（受託：三重県） 

計画事業費 3,000 千円  変更後事業費 3,000 千円  増減 0 千円 

経営環境の変化に柔軟に対応し、地域や業界を牽引するリーダーとして、地域雇用の受け皿とな

る経営を実現する人材を育成するため、経営の発展段階に応じた経営者を対象とするサロン型の研

修会、農業経営に新たな視点をもたらすための異業種を交えた研修会を開催します。 

 

区 分 計  画 変更計画 増  減 

サロン型研修会 

異業種交流研修会 

フォローアップ研修会 

4 回 

1 回 

1 回 

4 回 

1 回 

1 回 

0 回 

0 回 

0 回 

 

（５）地域水産業担い手確保事業（受託：三重県） 

計画事業費 1,340 千円  変更後事業費 1,340 千円  増減 0 千円 

漁業就業者の減少や高齢化が進み、担い手不足が深刻化する中、新規就業者の受け皿となる法人

経営体の増加につなげるため、若手・中堅漁業者を対象に、経営の法人化、ＤＸ、雇用の導入等、

それぞれの課題に応じた専門家派遣による個別伴走支援に取り組みます。 

 

区 分 計  画 変更計画 増  減 

重点指導漁業者数 ６ 経営体 ６ 経営体 ０ 経営体 
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２．農地中間管理事業 

 

農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、農業の生産性の向上を目的に、農地中間管理機

構が、高齢化や労働力不足等から自ら耕作することができない農地や地域内で分散し錯綜した農地

を借入れて、担い手農家等が効率的に利用できるよう貸付けます。 

担い手農家等への貸付けについては、地域の農地の利用計画（人・農地プラン）または令和５年

４月施行の法改正により策定されることとなる地域農業経営基盤強化促進計画（地域計画）の実現

に向けたものとなるよう、市町、農業委員会、ＪＡ等地域の関係機関と連携して業務を行います。 

 

（１）農地中間管理事業（補助：三重県） 

計画事業費 249,540 千円  変更後事業費 249,540 千円  増減  0 千円 

機構が借受ける対象農地は、市街化区域を除く区域の耕作可能な農地等で、借受ける担い手農家

や法人等が存在する地域または地域計画（目標地図）に示された農地に限るとともに、三重県から

示された「農地中間管理事業の推進についての考え方」に適合する地域において事業を行います。 

農地の借入期間は10年を標準とし、貸付期間は借入期間内でできる限り長期とします。やむを得

ず貸付けできなかった農地は、貸付けを行うまでの間機構が管理します。 

また、担い手農家等が基盤整備等利用条件の改善を前提に貸付けを望む場合は、農地の条件整備

を考慮した貸付けに取り組むとともに、遊休農地解消に対応するため、機構が借り入れるべき農地

について、必要かつ簡易な整備を行ったうえで貸し付けを行います。 

 

区分 

計  画 変更計画 増  減 

事業量 

農地面積 
収入 支出 

事業量 

農地面積 
収入 支出 

事業量 

農地面積 
収入 支出 

 

借入 

ha 

1,709 

千円 

0 

千円 

238,710 

ha 

1,709 

千円 

0 

千円 

238,710 

ha 

0 

千円 

0 

千円 

0 

貸付 1,700 238,710 0 1,700 238,710 0 0 0 0 

管理 9 2,499 2,499 9 2,499 2,499 0 0 0 

条件 

整備 2 5,831 5,831 2 5,831 5,831 0 0 0 

遊休 

農地 6 2,500 2,500 6 2,500 2,500 0  0 0 

計 ― 249,540 249,540 ― 249,540 249,540 ― 0 0 

※ 賃借料は、平成26年10月1日から令和6年9月末日の間の農用地利用配分計画認可（集積計画一括方

式分を含む）および農用地利用集積等促進計画事案（予定）分を計上。5,089ha×46.9千円/ha 

※ 貸付面積は、第５期中期計画に定める目標値(今後５年間の目標の年平均値)。 

※ 管理面積は、貸付けできずに機構が管理する面積。管理費は27,800円/10a（耕起を3回）。 

※ 条件整備は、貸付のために整備を行う面積（330千円/10a）。 

※ 遊休農地は、遊休農地解消のために整備を行う面積（43千円/10a）。 
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（２）推進事業（補助：三重県） 

    計画事業費 102,707 千円  変更後事業費 91,000 千円  増減  △ 11,707 千円 

   市町、ＪＡ等関係機関と連携し、農地中間管理事業を活用する貸借事案の調整・手続き等を行う

ほか、法改正に伴い新たに推進する業務として、地域計画策定に係る協議の場への参加、農用地利

用集積等促進計画の策定に係る調整・手続き、賃料の収受、台帳管理等を行います。一部業務につ

いては市町、ＪＡ等に委託します。 

 

  ① 機構事務費（業務費、人件費）    82,179 千円 

  ② 市町・ＪＡ等業務委託費        8,821 千円 

          業務委託の内容 － ａ．農用地利用集積等促進計画の案の作成 

                   ｂ．農用地利用集積計画（一括方式）同意書の作成 

ｃ．ａまたはｂに関連する業務                    など 

○変更理由 

    国から示された補助金配分予定額をもとに事業費を見直し、市町等との業務委託契約額を踏ま

え、機構事務費を1,789千円、業務委託費を9,918千円減額します。 

 

３．経営体等強化支援事業 

 

（１）機構特例事業 

   農地中間管理機構の特例事業として、優良農地を確保するとともに作業効率の向上と経営安定の

ため、売買により担い手農家等へ農地を集積します。 

 

① 買入   

区  分 
計  画 変更計画 増 減 

筆数 面積 金額 筆数 面積 金額 筆数 面額 金額 

 

担い手支援事業 

筆 

54 

ha 

9.5 

千円 

76,000 

筆 

54 

ha 

9.5 

千円 

76,000 

筆 

0 

ha 

0 

千円 

0 

単独事業 11 1.9 12,000 11 1.9 12,000 0 0 0 

計 65 11.4 88,000 65 11.4 88,000 0 0 0 

 

② 売渡   

区  分 
計  画 変更計画 増 減 

筆数 面積 金額 筆数 面積 金額 筆数 面額 金額 

 

担い手支援事業 

筆 

59 

ha 

10.6 

千円 

79,460 

筆 

59 

ha 

10.6 

千円 

79,460 

筆 

0 

ha 

0 

千円 

 0 

単独事業 10 1.8 11,526 10 1.8 11,526 0 0 0 

計 69 12.4 90,986 69 12.4 90,986 0 0 0 
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（２）人・農地の課題解決に向けた地域担い手確保事業（受託：三重県） 

計画事業費 27,500 千円  変更後事業費 27,500 千円  増減 0 千円 

中山間地域等において、人と農地の問題解決を図るため、安定的な担い手となりうる経営体の確

保や経営の維持・拡大支援に取り組み農地の集積・集約を進めるとともに、担い手の一翼として期

待できる企業の農業参入に特化した取組を進めます。 

 

区  分 計  画 変更計画 増  減 

１．地域農業を担う多様な担い手の活動拡大支援 

①中山間地域等の広域マッチングの支援 

②担い手調査 

③集落等調査 

④過年度マッチングのフォローアップ 

⑤関係機関との調整 

 

２．地域農業を担う企業参入の推進 

  ①参入希望企業の相談対応窓口の設置 

②企業参入研修会の開催 

③企業参入フェアへの出展 

④個別相談会の開催 

⑤参入促進資料の作成 

 

５ 組以上 

１０ 者以上 

１０集落以上 

１０ 組以上 

１ 式 

 

 

通 年 

１ 回 

２ 回 

１ 回 

１ 式 

 

５ 組以上 

１０ 者以上 

１０集落以上 

１０ 組以上 

１ 式 

 

 

通 年 

１ 回 

２ 回 

１ 回 

１ 式 

 

― 

― 

― 

― 

― 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

 

（３）アグリビジネスプラン支援事業（受託：三重県） 

計画事業費 6,500 千円  変更後事業費 6,486 千円  増減 △ 14 千円 

    新規の独立・自営の就農者の確保・育成や県内各地域への新規参入希望事業者等の参入促進に

向け、市町や関係機関と連携して、農地を確保し貸し付けて農業ビジネスを後押しするため、農

地中間管理事業の仕組みを活かしたビジネスプラン支援の取組を進めます。 

 

区  分 計  画 変更計画 増  減 

 

１．農地の確保 

①まとまった一団農地を提供する地域数 

２．ビジネスプランコンテストの実施 

  ①応募事業者数 

②支援を行う事業者数 

 

 

 

10 地域以上 

 

15 者以上 

10 者以上 

 

 

10 地域以上 

 

15 者以上 

10 者以上 

 

 

0 地域以上 

 

0 者以上 

0 者以上 

○変更理由 

    県との委託契約締結に伴い、契約額をもとに事業費を見直し、14千円減額します。 
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（４）農業経営集約化促進事業（受託：三重県） 

計画事業費 5,661 千円  変更後事業費 5,661 千円  増減 0 千円 

   地域計画の作成が進む中で、担い手・後継者の不在が課題となる状況を克服する必要があること

から、営農の継続が危ぶまれる家族労働を中心とした個人経営や、1戸 1法人の統合、承継等によ

る営農体制の再構築を進める取組を支援し、地域農業の継続に向け、啓発、調査、承継モデルづく

り、マッチングの実施に取り組みます。 

 

区  分 計  画 変更計画 増  減 

①移譲希望、承継希望の調査 

②承継のモデルづくり 

③マッチングの実施 

④支援ノウハウの普及 

４ 事例 

４ 事例 

１ 事例以上 

実施 

４ 事例 

４ 事例 

１ 事例以上 

実施 

０ 事例 

０ 事例 

０ 事例以上 

― 

 

 

 

【法人会計】 

 

理事会や評議員会の開催等、公益目的事業には属さない事項の事業であり、公益財団の管理業務

や公益財団全般にかかる事項を処理します。 
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〔参考資料１〕 

 

 買入売渡の内訳 

    (単位  面積：ha 金額：千円)  

        売渡金額欄：上段（ ）は売渡価格、下段は簿価  

区   分 
前年度末保有量 買  入 売  渡 当年度末保有量 

筆数 面積 金額 筆数 面積 金額 筆数 面積 金額 筆数 面積 金額 

［機構特例事業］ 

担い手支援事業 伊賀市ほか 9 1.9 7,706 54 9.5 76,000 59 10.6 

(79,460) 

 77,906  4 0.8 5,800 

単独事業 津市ほか 0 0 0 11 1.9 12,000 10 1.8 

(11,526) 

  11,300  1 0.1 700 

小   計 9 1.9 7,706 65 11.4 88,000 69 12.4 

(90,986) 

 89,206  5 0.9 6,500 

［保有農地］ 

長期貸付事業 伊賀市 3 0.9 4,510 － － － － － － 3 0.9 4,510 

小  計 3 0.9 4,510 － － － － － － 3 0.9 4,510 

［預り資産］ 

一般事業 いなべ市員弁 1 0.03 213 － － － － － － 1 0.03 213 

一般タイプ 四日市市中野 4 0.2 6,381 － － － 

  

－ － 

 

－ 4 0.2 6,381 

小  計 5 0.23 6,594 － － － － － 

 

－ 5 0.23 6,594 

計 17 3.03 18,810 65 11.4 88,000 69 12.4 

(90,986) 

 89,206  13 2.03 17,604 
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Ⅲ　補正予算書

既決予算額 補正額 補正後額 既決予算額 補正額 補正後額 既決予算額 補正額 補正後額

Ⅰ　　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (１)経常収益

      ①基本財産運用益

          基本財産受取利息 0 0 0 69 0 69 69 0 69

        基本財産運用益計 0 0 0 69 0 69 69 0 69

      ②特定資産運用益 4,314 0 4,314 0 4,314 0 4,314

        特定資産運用益計 4,314 0 4,314 0 0 0 4,314 0 4,314

      ③受取入会金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        受取入会金計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      ④受取会費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        受取会費計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      ⑤事業収益 381,415 △ 18 381,397 11,300 △ 2 11,298 392,715 △ 20 392,695

        事業収益計 381,415 △ 18 381,397 11,300 △ 2 11,298 392,715 △ 20 392,695

      ⑥受取補助金等 121,442 △ 11,707 109,735 0 0 0 121,442 △ 11,707 109,735

        受取補助金等計 121,442 △ 11,707 109,735 0 0 0 121,442 △ 11,707 109,735

      ⑦受取負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        受取負担金計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      ⑧受取寄付金 16,275 2 16,277 2,225 △ 2 2,223 18,500 0 18,500

        受取寄付金計 16,275 2 16,277 2,225 △ 2 2,223 18,500 0 18,500

      ⑨雑収益

          受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          雑収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        雑収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      ⑩引当金戻入額 2,547 651 3,198 0 0 0 2,547 651 3,198

        引当金戻入額計 2,547 651 3,198 0 0 0 2,547 651 3,198

        経常収益計 525,993 △ 11,072 514,921 13,594 △ 4 13,590 539,587 △ 11,076 528,511

    (２)経常費用

      ①事業費

　　　　　　用地仕入高 89,206 0 89,206 0 89,206 0 89,206

　　　　　　支払小作料 239,563 0 239,563 0 239,563 0 239,563

          事業費原価計 328,769 0 328,769 0 0 0 328,769 0 328,769

          役員報酬 5,672 0 5,672 0 5,672 0 5,672

          給料 37,658 1,984 39,642 0 37,658 1,984 39,642

          手当 28,655 △ 206 28,449 0 28,655 △ 206 28,449

          賃金 27,484 △ 2,711 24,773 0 27,484 △ 2,711 24,773

          法定福利費 18,960 △ 185 18,775 0 18,960 △ 185 18,775

          退職給付費用 870 0 870 0 870 0 870

          賞与引当金繰入額 5,085 353 5,438 0 5,085 353 5,438

          福利厚生費 278 0 278 0 278 0 278

          旅費交通費 2,753 △ 697 2,056 0 2,753 △ 697 2,056

          通信運搬費 3,328 △ 165 3,163 0 3,328 △ 165 3,163

          減価償却費 43 0 43 0 43 0 43

          消耗備品費 0 0 0 0 0 0 0

          消耗品費 1,210 △ 50 1,160 0 1,210 △ 50 1,160

          事務用品費 3,452 △ 785 2,667 0 3,452 △ 785 2,667

          修繕費 180 0 180 0 180 0 180

          印刷製本費 1,157 140 1,297 0 1,157 140 1,297

          燃料費 1,549 △ 360 1,189 0 1,549 △ 360 1,189

          光熱水料費 424 0 424 0 424 0 424

          賃借料 12,851 △ 591 12,260 0 12,851 △ 591 12,260

          保険料 631 △ 14 617 0 631 △ 14 617

          諸謝金 4,519 △ 220 4,299 0 4,519 △ 220 4,299

          新聞図書費 372 10 382 0 372 10 382

          租税公課 3,810 △ 373 3,437 0 3,810 △ 373 3,437

          諸会費 641 0 641 0 641 0 641

          支払負担金 5,931 0 5,931 0 5,931 0 5,931

          支払助成金 2,540 0 2,540 0 2,540 0 2,540

          委託費 24,567 △ 9,897 14,670 0 24,567 △ 9,897 14,670

          支払利息 0 0 0 0 0 0 0

          研修費 13 0 13 0 13 0 13

          広告宣伝費 855 100 955 0 855 100 955

          会議費 164 △ 84 80 0 164 △ 84 80

          支払手数料 298 0 298 0 298 0 298

          庁舎管理費 610 0 610 0 610 0 610

          貸倒引当金繰入額 0 2,833 2,833 0 0 2,833 2,833

          雑費 10 0 10 0 10 0 10

        事業費計 525,339 △ 10,918 514,421 0 0 0 525,339 △ 10,918 514,421

１　　正味財産増減変更計算書（R06.6月補正）

合    計

(単位：千円)

公益目的事業会計 法人会計
科      目

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで
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既決予算額 補正額 補正後額 既決予算額 補正額 補正後額 既決予算額 補正額 補正後額

合    計公益目的事業会計 法人会計
科      目

      ②管理費

          役員報酬 3,781 0 3,781 3,781 0 3,781

          給料 418 0 418 418 0 418

          手当 323 △ 4 319 323 △ 4 319

          賃金 562 0 562 562 0 562

          法定福利費 1,358 △ 3 1,355 1,358 △ 3 1,355

　　　　　退職給付費用 0 0 0 0 0 0

　　　　　賞与引当金繰入額 1,709 △ 6 1,703 1,709 △ 6 1,703

          福利厚生費 36 0 36 36 0 36

          旅費交通費 20 0 20 20 0 20

          通信運搬費 322 0 322 322 0 322

          減価償却費 21 0 21 21 0 21

          消耗備品費 0 0 0 0 0 0

          消耗品費 96 0 96 96 0 96

          事務用品費 234 0 234 234 0 234

          修繕費 50 0 50 50 0 50

          印刷製本費 68 0 68 68 0 68

          燃料費 36 0 36 36 0 36

          光熱水料費 50 0 50 50 0 50

          賃借料 1,410 0 1,410 1,410 0 1,410

          保険料 125 9 134 125 9 134

          諸謝金 361 0 361 361 0 361

          新聞図書費 137 0 137 137 0 137

          租税公課 567 0 567 567 0 567

          諸会費 54 0 54 54 0 54

          委託費 215 0 215 215 0 215

          支払利息 0 0 0 0 0 0

          研修費 60 0 60 60 0 60

          広告宣伝費 1,000 0 1,000 1,000 0 1,000

          会議費 185 0 185 185 0 185

　　　　　交際費 66 0 66 66 0 66

          支払手数料 21 0 21 21 0 21

          庁舎管理費 304 0 304 304 0 304

          雑費 5 0 5 5 0 5

        管理費計 0 0 0 13,594 △ 4 13,590 13,594 △ 4 13,590

      ③貸付金償還免除額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        貸付金償還免除額計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        経常費用計 525,339 △ 10,918 514,421 13,594 △ 4 13,590 538,933 △ 10,922 528,011

          当期経常増減額 654 △ 154 500 0 0 0 654 △ 154 500

  ２．経常外増減の部

    (１)経常外収益

      ①その他の経常外収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        その他の経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

    (２)経常外費用

      ①その他の経常外費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　　除却損 0 0 0 0 0 0

        その他の経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 654 △ 154 500 0 0 0 654 △ 154 500

          一般正味財産期首残高 256,413 △ 642 255,771 △ 166,852 19 △ 166,833 89,561 △ 623 88,938

          一般正味財産期末残高 257,067 △ 796 256,271 △ 166,852 19 △ 166,833 90,215 △ 777 89,438

Ⅱ　　指定正味財産増減の部

      ①基本財産運用益 0 0 0 69 0 69 69 0 69

        基本財産運用益計 0 0 0 69 0 69 69 0 69

      ②特定資産運用益 4,314 336 4,650 0 0 0 4,314 336 4,650

        特定資産運用益計 4,314 336 4,650 0 0 0 4,314 336 4,650

      ③受取寄付金等 0 0 0 0 0 0 0 0

        受取寄付金等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      一般正味財産への振替額 22,814 336 23,150 69 0 69 22,883 336 23,219

      一般正味財産への振替額計 22,814 336 23,150 69 0 69 22,883 336 23,219

          当期指定正味財産増減額 △ 18,500 0 △ 18,500 0 0 0 △ 18,500 0 △ 18,500

          指定正味財産期首残高 229,109 △ 38 229,071 15,000 0 15,000 244,109 △ 38 244,071

          指定正味財産期末残高 210,609 △ 38 210,571 15,000 0 15,000 225,609 △ 38 225,571

Ⅲ　　正味財産期末残高 467,676 △ 834 466,842 △ 151,852 19 △ 151,833 315,824 △ 815 315,009
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